
○習志野市自然保護及び緑化の推進に関する条例  

昭和４７年７月４日  

条例第３２号  

第１章  総則  

（目的）  

第１条  この条例は、本市の地域内に現存する自然を保護するとともに、緑化の

推進をはかり、もつて市民の良好な生活環境を保全することを目的とする。  

（定義）  

第１条の２  この条例において「事業者」とは、市内において事業活動を行う法

人、個人をいう。  

（昭５２条例１３・追加）  

（市のつとめ）  

第２条  市は、第１条の目的を達成するために、次に掲げる事項について必要な

施策を総合的に講じなければならない。  

(１ ) 自然の保護及び緑化の推進に関する基本的かつ具体的な計画の作成  

(２ ) 自然の保護及び緑化の推進に関する施設の整備  

(３ ) 自然の保護及び緑化に関する調査、研究  

(４ ) 自然の保護及び緑化の推進に関する知識の普及高揚  

(５ ) 自然の保護及び緑化の推進に関する功労者の表彰  

（昭５２条例１３・一部改正）  

（事業者のつとめ）  

第３条  事業者は、市が行なう自然の保護および緑化の推進に関する施策に協力

しなければならない。  

２  事業者は、事業活動による自然および自然環境の破壊を防止するためにその

責任において適切な措置を講じなければならない。  

（市民のつとめ）  

第４条  市民は、樹木の植栽、育成その他自然の保護および緑化の推進につとめ

なければならない。  

２  市民は、市および事業者が行なう自然の保護、緑化の推進ならびに施設の整

備に関する事業に協力するようつとめなければならない。  



（財政上の措置）  

第５条  市は、自然の保護および緑化の推進をはかるために必要な財政上の措置

を講じなければならない。  

第２章  自然の保護  

（昭５２条例１３・改称）  

（保護地区等）  

第６条  自然保護及び緑化の推進を図るため、次の区分により自然保護地区、都

市環境保全地区及び保存樹木（以下「保護地区等」という。）を定めるものと

する。  

(１ ) 自然保護地区  樹木、草地、水面等の所在する地域であつて、良好な自

然環境を維持するため保護することが必要な地区  

(２ ) 都市環境保全地区  市街地又はその周辺の樹木の所在する地域であつて、

良好な都市環境を保持するために必要な地区  

(３ ) 保存樹木  市街地の美観風致を維持するため保護することが必要と認め

られる樹木  

（昭５２条例１３・全改）  

（保護地区等の指定等）  

第７条  市長は、前条に定める区分によりその所有者の同意を得て保護地区等を

指定する。  

２  前項の規定は、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）、千葉県文化財

保護条例（昭和３０年千葉県条例第８号）及び習志野市文化財保護条例（昭和

４５年条例第４７号）の各規定に基づいて指定又は仮指定された樹木又は樹林

については、適用しない。  

（昭５２条例１３・平１７条例２・令６条例８・一部改正）  

（保護地区等の指定の告示）  

第８条  市長は、保護地区等を指定したときは告示しなければならない。  

（昭５２条例１３・一部改正）  

（保護地区等の変更、解除等）  

第９条  市長は、指定した保護地区等について必要があると認めるときは、その

保護地区等を変更し又は指定を解除することができる。  



２  所有者は、市長に対し、前項の規定による指定の変更又は解除をすべき旨の

申請をすることができる。  

（昭５２条例１３・平１７条例２・一部改正）  

（行為の届出等）  

第１０条  自然保護地区内において次の各号に掲げる行為をしようとする者は、

その規模が規則で定める基準に該当するときは、市長にその旨を届け出なけれ

ばならない。  

(１ ) 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。  

(２ ) 木竹を伐採すること。  

(３ ) 土石類を採取し、その他土地の形質を変更すること。  

(４ ) 水面を埋め立てること。  

２  都市環境保全地区内において次の各号に掲げる行為をしようとする者は、そ

の規模が規則で定める基準に該当するときは、市長にその旨を届け出なければ

ならない。  

(１ ) 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。  

(２ ) 木竹を伐採すること。  

(３ ) 土石類を採取し、その他土地の形質を変更すること。  

３  保存樹木について次の各号に掲げる行為をしようとする者は、市長にその旨

を届け出なければならない。  

(１ ) 保存樹木を伐採し、又は損傷すること。  

(２ ) 樹木の生態に著しく影響を及ぼすおそれのある表土を採取し、又は薬剤

を散布すること。  

４  前各項の規定により届出をした者は、当該届出が受理された日から３０日を

経過した後でなければ、当該届出に係る行為をしてはならない。  

５  市長は、保護地区等における自然環境及び樹木の保全に支障を及ぼすおそれ

がないと認めるときは、前項の期間を短縮することができる。  

６  市長は、第１項から第３項までに規定する届出があつた場合において必要が

あると認めるときは、その届出者に対して、自然の保護及び緑化の推進を達成

するために必要な措置について指導又は勧告をすることができる。  

（昭５２条例１３・一部改正）  



（適用除外）  

第１１条  次の各号に掲げる行為については、前条の規定は適用しない。  

(１ ) 通常の管理行為又は軽易な行為であつて規則で定めるもの  

(２ ) 保護地区等に指定され又はその保護地区等の変更の指定がなされた際既

に着手していた行為  

(３ ) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為  

（昭５２条例１３・一部改正）  

（原状回復命令等）  

第１１条の２  市長は、第１０条第１項から第４項までの規定に違反し、又は第

１０条第６項の勧告に従わない者に対し、その行為の中止を命じ、又は相当の

期限を定めて、原状回復を命じ、若しくは原状回復が著しく困難である場合に、

これに代わるべき必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。  

（昭５２条例１３・追加）  

第３章  緑化の推進  

（昭５２条例１３・追加）  

（公共用地の緑化）  

第１１条の３  市は、学校、保育所、道路、公園その他の公共施設の緑化を行う

ものとする。  

（昭５２条例１３・追加）  

（居住地等の緑化）  

第１１条の４  市民は、規則で定めるところにより、自らの居住地及び地域の緑

化を行うものとする。  

（昭５２条例１３・追加）  

（事業所用地の緑化）  

第１１条の５  事業者は、規則で定めるところにより、その所有し、又は管理す

る用地内に緑地を確保し、緑化を行うものとする。  

（昭５２条例１３・追加）  

（開発行為）  

第１１条の６  開発行為（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１

１項に規定する開発行為をいう。）をしようとする者は、開発区域（都市計画



法第４条第１２項に規定する開発区域をいう。）内の緑地の保全を図り、規則

で定めるところにより緑化を行うものとする。  

（昭５２条例１３・追加）  

（緑化協定）  

第１１条の７  市長は、一定区域内の緑化を推進するため当該区域内の土地の所

有者又は管理者と緑化協定を締結することができる。  

２  市長は、工場（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項の統計基準

として定められた日本標準産業分類に掲げる産業のうち鉱業、採石業、砂利採

取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業及

び郵便業を営むために供される施設をいう。）の緑化を推進するため、当該工

場を有する事業者と緑化協定を締結することができる。  

（昭５２条例１３・追加、令６条例８・一部改正）  

（緑化行事）  

第１１条の８  市長は、市民の緑化に対する認識を深めるため各種の緑化のため

の行事を行う。  

（昭５２条例１３・追加）  

（緑の表彰）  

第１１条の９  市長は、緑化の推進、保全及び啓蒙に功労があつた者を表彰する

ことができる。  

（昭５２条例１３・追加）  

（市の木、市の花）  

第１１条の１０  市の木はアカシア、市の花はアジサイとする。  

（昭５２条例１３・追加）  

第４章  罰則  

（昭５２条例１３・追加、平１７条例２・旧第５章繰上）  

第１２条  第１１条の２の規定による命令に違反した者は、１０万円以下の罰金

に処する。  

（昭５２条例１３・追加、平１７条例２・旧第１５条の２繰上）  

第１３条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する



ほか、その法人又は人に対して同条の刑を科する。  

（昭５２条例１３・追加、平１７条例２・旧第１５条の３繰上）  

第５章  雑則  

（昭５２条例１３・旧第４章繰下、平１７条例２・旧第６章繰上）  

（規則への委任）  

第１４条  この条例の施行に関し、必要な事項は規則で定める。  

（平１７条例２・旧第１６条繰上）  

附  則  

この条例は、公布の日から起算して６か月を経過した日から施行する。  

附  則（昭和５２年３月３１日条例第１３号）  

この条例は、昭和５２年４月１日から施行する。  

附  則（平成１７年３月３１日条例第２号）抄  

（施行期日）  

１  この条例は、平成１７年６月１日から施行する。  

附  則（令和６年３月２９日条例第８号）  

この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 


